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御利用にあたって 

1. 平成 23 年鳥取県産業連関表は、産業連関部局長会議（総務省等 10 府省庁）による「平

成 23 年（2011 年）産業連関表作成基本要綱」（http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/dat

a/io/youkou.htm）等に準拠して作成したものです。詳しい作成方法については、鳥取県

統計課ホームページの「平成 23 年鳥取県産業連関表の作成方法」（http://www.pref.tottori.

lg.jp/2011io/）を御参照ください。 

2. 産業連関表の作成対象年は、原則として西暦の末尾が 0 又は 5 の年です。ただし、今回

は、平成 23 年（2011 年）を対象とする「経済センサス-活動調査」の結果を取り込むた

め、例外的に同年を対象にしています。時系列比較を行う場合は御留意ください。 

3. 平成 23 年鳥取県産業連関表の部門分類は、前回の平成 17 年表と一部異なっており、単

純に比較できない場合があります。詳しくは、鳥取県統計課ホームページの「平成 17

年表との部門分類対応表」（http://www.pref.tottori.lg.jp/2011io/）を御参照ください。 

この報告書では、平成 17 年表以前の値に言及する場合、原則として平成 23 年表の部門

分類に組み替えています。ただし、組み替えが困難な部分について、以下のとおり例外

的な処理をしています。 

 はん用機械、生産用機械、業務用機械については、統合して「一般機械等」と表章

しています。 

 平成 23 年表で新たに設けられた「調整項」については、平成 17 年表以前と同様、

移輸出に含めて表章しています。 

4. この報告書の本文中でゴシック体の表示となっている用語については、23 ページ以下に

解説を掲載しています。 

なお、産業連関表における用語は、県民経済計算のものと概念・定義が異なる場合があ

るので御留意ください。同様に、両者の類似項目の数値は必ずしも一致しません。 

5. この報告書では、表章単位未満の数値を四捨五入していますので、「合計」が内訳の和

と一致しない場合があります。 

お問合わせ先 

鳥取県地域振興部統計課分析担当 

電話（0857）26-7103 

FAX（0857）23-5033 
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産業連関表とは 

 産業は、それぞれ単独に存在するものではなく、原材料・燃料等の取引を通じてお互いに密接な関

係を持っている。ある産業の需要の増減は、その産業だけにとどまらず、各関連産業に直接または間

接の影響を与えることになる。 

 また、各産業の生産活動は、私たち消費者の最終的な需要に影響を受けるとともに、各産業で働く

従業者の賃金にも影響を与える。さらに、消費者でもある従業者の賃金から新たな需要が生み出され

るなど、経済活動は、一つ一つ孤立したものではなく、産業相互間、あるいは産業と家計などの間で

密接に結びつき、互いに影響を及ぼし合っている。 

 このような経済関係を、表として把握しようとまとめたものが、産業連関表である。 

産業連関表の見方 

 産業連関表の大まかなイメージは次のとおりで、タテとヨコの二つの方向に見ることができる。 

需要側（お金を払う側）

内生部門 外生部門

中間需要 最終需要

産業a

産業b

…

…

…

産業j

…

…

…

産業n

雇用者所得

営業余剰

…

…

供
給
側
（

お
金
を
受
け
取
る
側
）

内
生
部
門

中
間
投
入

生
産
物
の
費
用
構
成

列
（

タ
テ
）

行（ヨコ）
生産物の販路構成

外
生
部
門

粗
付
加
価
値

県内生産額

… …
産
業
n

消
費

投
資

移
輸
出

（

控
除
）

移
輸
入

県
内
生
産
額

産
業
a

産
業
b

… … …
産
業
j

…

 

 まず、列（タテ）方向に産業部門を見ていくと、その産業が自己の生産物を生産するのに原材料等

としてどの産業からいくら購入したか、また、生産により新しく生じた付加価値はいくらかなど、そ

の産業の費用構成（投入）が示されている。ここでは、次の式①が成り立っている。 
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県内生産額＝中間投入＋粗付加価値 ................................................................................... ① 

 一方、行（ヨコ）方向に産業部門を見ていくと、その産業が自己の生産物をどの産業にいくら販売

したか、あるいは消費、投資、移輸出のどの最終需要にいくら向けられたかなど、その産業の販路構

成（産出）が示されている。ここでは、次の式②が成り立っている。 

県内生産額＝中間需要＋最終需要－移輸入 ....................................................................... ② 

 式②から次の式③が成り立ち、これに式①を代入すると次の式④が成り立つ。 

中間需要＋最終需要＝県内生産額＋移輸入 ....................................................................... ③ 

中間需要＋最終需要＝中間投入＋粗付加価値＋移輸入 ................................................... ④ 

 式③④の左辺を総需要といい、右辺を総供給という。このように、県内において次の式⑤のバラン

スが成立している。 

総需要＝総供給 ....................................................................................................................... ⑤ 

 また、県内における原材料等の産業間取引でも投入と需要は一致するため、次の式⑥のバランスも

成立している。 

中間投入＝中間需要 ............................................................................................................... ⑥ 

 式①②⑥から次の式⑦も成り立つ。 

粗付加価値＝最終需要－移輸入 ........................................................................................... ⑦ 

 なお、産業連関表における粗付加価値は、「県民経済計算」における「県内総生産」に相当する部分

であるが、推計の前提となる定義や推計方法等が異なるため、両者の値は一致しない。 

産業連関表の利用 

 前述のとおり、産業連関表には、県内で生産される財・サービスの金額について、その費用構成（中

間投入、労働費用、減価償却費等）と販路構成（中間需要、消費、投資、移輸出等）が産業部門ごと

に詳細に掲載されている。これらを読み取ることにより、対象年における県経済の規模や構造を総体

的に把握することができる。 

 さらに、産業連関表の数値からは、ある産業部門の需要の変化が他部門の生産や移輸入にどのよう

な影響を及ぼすかを示す各種係数（投入係数、逆行列係数、生産誘発係数等）が算出される。これら

を用いると、例えば公共投資や製造業の生産増強による経済波及効果を推計できるため、経済の将来

予測や経済政策の効果測定などに広く役立てられる。  
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1 県経済の構造 

 図 1 は、平成 23 年鳥取県産業連関表を単純化し、循環構造として示したものである。 

 平成 23 年の 1 年間に県内の経済活動のために生じた総需要は 4 兆 4,929 億 36 百万円であり、その

うち 1 兆 5,110 億 5 百万円が原材料等の中間需要として消費された部分、残りの 2 兆 9,819 億 31 百万

円が最終需要（消費、投資、移輸出）に向けられた部分である。 

 一方、県内で生産された財・サービスの総額である県内生産額は 3 兆 2,519 億 73 百万円であり、こ

のうち 1 兆 5,110 億 5 百万円が原材料等の中間投入として使用された部分、残りの 1 兆 7,409 億 69 百

万円が粗付加価値（雇用者所得、営業余剰等）として新たに生み出された部分である。総供給に対し

て 1 兆 2,409 億 63 百万円の供給不足となっており、この不足分は県外からの財・サービスの移輸入に

よって賄われている。 

図1 県経済の循環（平成23年、鳥取県） 

（単位：百万円）
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（1）生産構造 

ア 県内生産額の増減率 

 平成 23 年の県内生産額は 3 兆 2,519 億 73 百万円。12 年の 3 兆 9,493 億 58 百万円、17 年の 3

兆 6,853 億 1 百万円から連続の減少。【図2、表1】 

 平成 17～23 年の年平均増減率は-2.1％。12～17 年の-1.4％と比べて減少ペースが速まる。【表1】 

 全国（平成 17～23 年の年平均増減率-0.6％）と比べても速い減少ペース。【表1】 

図2 県内生産額の推移（平成2～23年、鳥取県） 
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0

10,000
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表1 県（国）内生産額と増減率の推移（平成2～23年） 

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成23年 平成2～7年 平成7～12年 平成12～17年平成17～23年

鳥取県 33,451 38,640 39,494 36,853 32,520 2.9 0.4 -1.4 -2.1

全国 8,722,122 9,371,006 9,588,865 9,720,146 9,396,749 1.4 0.5 0.3 -0.6

県内生産額・国内生産額（億円） 年平均増減率（％）

 

 産業別では、一般機械等やプラスチック・ゴムなど、一部は平成 17 年と比べて大幅な増加。

一方、繊維製品、情報・通信機器、林業、飲食料品、電子部品など、多くの産業は減少。【図3】 

 県内生産額全体の減少（平成 17～23 年で-11.8％）に対する産業別寄与度は、飲食料品、電子

部品、建設などで大きなマイナス。【図4】 

※ 平成 17～23 年の県経済を振り返ると、製造業では主要業種の飲食料品や電子部品における企

業再編が大きな影を落とし、建設業では公共事業の削減が進んだ時期であった。平成 23 年に

ついては、全国的に見ると、欧州債務問題等を背景とした円高傾向のほか、東日本大震災によ

る供給網の混乱という特殊事情もあった。 

平成 23 年の県内生産額は、飲食料品、電子部品、建設などが押し下げ、平成 17 年と比べて 11.8％

の減少。 



7 

図 3 県内生産額の産業別増減率（平成17～23年、鳥取県） 
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図4 県内生産額の産業別寄与度（平成17～23年、鳥取県） 
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イ 県内生産額の構成 

 平成 23 年の県内生産額のうち、財の生産は 1 兆 1,444 億 76 百万円、全体の 35.2％。一方、サ

ービスの生産は 2 兆 1,074 億 96 百万円、全体の 64.8％。17 年と比べて財の生産が-24.6％と大

幅に減少したため、サービスの生産の構成比が拡大。【表2】 

 産業別では、構成比が最も大きいのは医療・福祉、次いで不動産、商業、建設、公務。【図5】 

平成 23 年の県内生産額は、医療・福祉の構成比が最大。製造業における飲食料品や電子部品は、

17 年と比べて構成比を大幅に縮小させた。 
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 平成 17 年と比べて構成比を大幅に拡大させた産業は、不動産、医療・福祉など。大幅に縮小

させたのは、飲食料品、電子部品、建設など。【図5】 

 平成 23 年の特化係数が 1 を上回り、全国と比べて県内での集積度合いが大きい産業は、電子

部品、漁業、パルプ・紙・木製品など。1 を下回り、集積度合いが小さい産業は、化学製品、

石油・石炭製品、非鉄金属、輸送機械など。17 年と同様、製造業においては、部門によって

特化係数に大きな差。【図6】 

※ 平成 17～23 年の県経済において、財の生産に属する製造業や建設業に下押し要因が生じてい

たことは、前述のとおり（p.6）。 

※ 一方、サービスの生産に属する医療・福祉では、高齢化などを背景として着実な需要増加が進

んでいたと見られる。 

※ 不動産については、平成 17 年と 23 年で県内生産額の推計方法が異なる（全国的な見直しによ

る）ことが構成比の増加に影響している可能性も考えられる。 

表2 県（国）内生産額の財・サービス別構成（平成17・23年） 

鳥取県 全国

平成17年 平成23年 平成23年

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（億円）

構成比
（％）

 県（国）内生産額 3,685,301 100.0　 3,251,973 100.0　 9,396,749 100.0　

 財の生産 1,518,081 41.2　 1,144,476 35.2　 3,552,149 37.8　

 サービスの生産 2,167,220 58.8　 2,107,496 64.8　 5,844,599 62.2　

項目

 

（注） 「財」は平成 23 年鳥取県産業連関表の 39 部門表における部門コード 01～23、38 の合計、「サ

ービス」は 24～37、39 の合計。表3も同様。 

図5 県内生産額の産業別構成比（平成17・23年、鳥取県） 
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図 6 産業別県内生産額の特化係数（平成17・23年、鳥取県） 

（2）投入構造 ― 中間投入と粗付加価値 ― 

 平成 23 年の県内の生産活動に要した中間投入は 1 兆 5,110 億 5 百万円、県内生産額の 46.5％。

一方、生産活動による粗付加価値は 1 兆 7,409 億 69 百万円、県内生産額の 53.5％。【表3】 

 中間投入率は、平成 12 年 43.3％、17 年 44.7％、23 年 46.5％と、近年はやや上昇傾向。一方、

粗付加価値率はやや低下傾向。【図7】 

 中間投入率が最も高い産業は非鉄金属、次いで輸送機械、パルプ・紙・木製品。原材料・燃料

を多く使う第 2 次産業で高い傾向。【図8】 

※ 飲食料品では、主要事業所の閉鎖が中間投入率の大幅な上昇に影響した可能性も考えられる。 

表3 県（内）生産額の中間投入・粗付加価値別構成（平成17・23年） 

鳥取県 全国

平成17年 平成23年 平成23年

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（億円）

構成比
（％）

 県（国）内生産額 3,685,301 100.0　 3,251,973 100.0　 9,396,749 100.0　

 中間投入 1,648,030 44.7　 1,511,005 46.5　 4,627,696 49.2　

 財の投入 803,536 （21.8） 722,810 （22.2） 2,381,361 （25.3）

 サービスの投入 844,494 （22.9） 788,195 （24.2） 2,246,335 （23.9）

 粗付加価値 2,037,271 55.3　 1,740,969 53.5　 4,769,053 50.8　

 雇用者報酬 1,077,454 （29.2） 911,976 （28.0） 2,484,210 （26.4）

 営業余剰 341,982 （9.3） 314,631 （9.7） 868,061 （9.2）

 資本減耗引当 398,347 （10.8） 375,228 （11.5） 997,080 （10.6）

 その他 219,488 （6.0） 139,134 （4.3） 419,702 （4.5）

項目

 

平成 23 年の中間投入率は、17 年と比べてやや上昇。特に第 2 次産業で高い傾向にある。 
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図 7 中間投入率と粗付加価値率の推移（平成2～23年、鳥取県） 
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図8 産業別中間投入率（平成17・23年、鳥取県） 
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 最終需要の項目別では、一般政府消費支出を除く全ての項目が平成 17 年と比べて減少。金額

として大幅な減少は、移輸出と県内総固定資本形成。【表4、図9】 

 最終需要のうち構成比が最も大きいのは民間消費支出、次いで移輸出、一般政府消費支出、県

内総固定資本形成。移輸出と県内総固定資本形成の縮小傾向が続く一方、一般政府消費支出の

拡大傾向が続く。【図10】 

※ 平成 17～23 年における移輸出の減少は前述のような（p.6～7）製造業の生産額減少に対応し、

県内総固定資本形成の減少は同じく建設業の生産額減少に対応するものと考えられる。 

表4 総需要額の構成（平成17・23年、鳥取県・全国） 

鳥取県 全国

平成17年 平成23年 平成23年

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（億円）

構成比
（％）

 総需要 4,989,141 100.0　 4,492,936 100.0　 10,228,329 100.0　

 最終需要 3,341,111 67.0　 2,981,931 66.4　 5,600,633 54.8　

 県（国）内最終需要 2,298,606 （46.1） 2,137,552 （47.6） 4,891,188 （47.8）

 家計外消費支出 61,574 （1.2） 45,411 （1.0） 136,333 （1.3）

 民間消費支出 1,170,201 （23.5） 1,161,491 （25.9） 2,828,214 （27.7）

 一般政府消費支出 569,905 （11.4） 578,591 （12.9） 987,365 （9.7）

 県（国）内総固定資本形成 493,872 （9.9） 353,557 （7.9） 913,844 （8.9）

 在庫純増 3,054 （0.1） -1,498 （0.0） 9,798 （0.1）

 移輸出 1,042,505 （20.9） 844,379 （18.8） 725,079 （7.1）

 中間需要 1,648,030 33.0　 1,511,005 33.6　 4,627,696 45.2　

項目

 

図9 最終需要の項目別増減率（平成17～23年、鳥取県） 
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図 10 最終需要の項目別構成比の推移（平成2～23年、鳥取県） 
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（注） 平成 7 年表以前は、「一般政府消費支出」に社会資本等減耗分が含まれない。本図では、比較

の便宜から、平成 12 年表以後も社会資本等減耗分を除いている。 

（4）県際取引 ― 移輸入と移輸出 ― 

 平成 23 年の移輸入額は 1 兆 2,409 億 63 百万円、移輸出額は 8,443 億 79 百万円で、3,965 億 84

百万円の移輸入超過。平成 2 年から移輸入超過幅の拡大が続く。【図11】 

図11 輸移出入額の推移（平成2～23年、鳥取県） 
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平成 23 年の県際収支は、17 年から移輸入超過がさらに進んだ。 
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 平成 23 年の移輸入率は 34.0％、移輸出率は 26.0％、自給率は 66.0％。17 年と比べると、移輸

入率は 33.0％からやや上昇、移輸出率は 28.3％からやや低下、自給率は 67.0％からやや低下。 

 産業別では、17 年と同様、県際流通型産業と県内自給型産業が多いなか、県際流通型産業の

電子部品や情報・通信機器などは 17 年と比べて移輸入率と移輸出率がさらに上昇。【図12】 

※ 図12は、移輸入率と移輸出率との関係から見た各産業の特性を表したもの。各象限に位置す

る産業は、次のように類型化できる。 

県際流通型産業（移輸出率・移輸入率ともに 50％以上の部門） 

県外との生産物の取引が活発な部門。平成 23 年においては、主要部門である飲食料品（部門コ

ード 05）、電子部品（18）、パルプ・紙・木製品（07）をはじめ、製造業の大半がこの類型に属し

ている。 

移輸出型産業（移輸出率が 50％以上、移輸入率が 50％未満の部門） 
県内の需要もある程度満たした上で、移輸出も多い部門。平成 17 年と 23 年においては、この

類型に属する部門はない。 

県内自給型産業（移輸出率・移輸入率ともに 50％未満の部門） 
県内の需要の多くを県内で賄える部門。平成 23 年においては、一般に商品の移動性が低い第

3 次産業の諸部門と、農業（01）、林業（02）がこの類型に属している。また、建設（23）は、実

際に工事が行われた現場を生産活動の場と捉える原則によって移輸出率・移輸入率ともに 0％

となるため、この類型に属している。なお、産業計もこの類型に属している。 

移輸入型産業（移輸出率が 50％未満、移輸入率が 50％以上の部門） 
県内需要の多くを移輸入に依存している部門。平成 23 年においては、その他の製造工業製品

（22）、鉱業（04）、石油・石炭製品（09）がこの類型に属している。 

図12 産業別移輸出率・移輸入率（平成17・23年、鳥取県） 
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（注） 各マーカーには、平成 23 年鳥取県産業連関表の 39 部門表における部門コードを付している。

部門コードと産業部門名の対応は、以下のとおり。 

01．農業、02．林業、03．漁業、04．鉱業、05．飲食料品、06．繊維製品、07．パルプ・紙・

木製品、08．化学製品、09．石油・石炭製品、10．プラスチック・ゴム、11．窯業・土石製

品、12．鉄鋼、13．非鉄金属、14．金属製品、18．電子部品、19．電気機械、20．情報・通

信機器、21．輸送機械、22．その他の製造工業製品、23．建設、24．電力・ガス・熱供給、

25．水道、26．廃棄物処理、27．商業、28．金融・保険、29．不動産、30．運輸・郵便、31．

情報通信、32．公務、33．教育・研究、34．医療・福祉、35．その他の非営利団体サービス、

36．対事業所サービス、37．対個人サービス、38．事務用品。 

また、15．はん用機械、16．生産用機械、17．業務用機械を統合した「一般機械等」には、

「※」を付している。 

なお、平成 23 年の 13．非鉄金属は、屑・副産物の発生分を生産額にマイナス計上する関係

から輸出率・移輸入率ともに 100％を超えるため、図示を省略している。屑・副産物の扱い

については、「平成 23 年鳥取県産業連関表の作成方法」（http://www.pref.tottori.lg.jp/2011io/）

を参照。 
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2 県経済の機能 

（1）生産波及の大きさ 

 平成 23 年の開放型逆行列係数の列和（最終需要が県内で 1 単位増加したときに県内の産業全

体で何単位の生産が誘発されるのかを示す）は、全産業平均で 1.3129。17 年の 1.3466 と比べ

てやや低下。 

 生産誘発の県内歩留まり率（誘発された生産全体のうち何％が県内で生じるのかを示す）は、

全産業平均で 57.4％。17 年の 61.9％と比べて低下。 

 産業別では、非鉄金属、金属製品、輸送機械など、製造業の多くの部門で開放型逆行列係数の

列和と県内歩留まり率が全産業平均を下回る。一方、第 3 次産業は、おおむね県内歩留まり率

が全産業平均を上回る。【図13、図14】 

※ 一般に、原材料等を多く要する製造業は、その調達を通じて取引関係にある他産業の生産を

誘発する効果が大きいといわれるが、県内製造業の場合、県外からの移輸入による調達も多い

ことから【前掲図12】、県内へ向かう効果が小さい（開放型逆行列係数の列和と県内歩留まり率

が低い）と見られる。 

図13 産業別開放型逆行列係数の列和（平成23年、鳥取県） 

（注） 分類不能は図示を省略している。ただし、全産業平均は分類不能も含めて算出している。図

14も同様。 

平成 23 年の生産活動による県内への生産誘発の効果は、17 年と比べてやや縮小。一般に効果が大

きい製造業においても、生産誘発の相当部分が県外へ流出している。 
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図 14 産業別県内歩留まり率（平成23年、鳥取県） 

（2）影響力係数と感応度係数 

 平成 23 年の影響力係数（各産業の生産の増減が県内産業に与える生産誘発の度合いを示す）

が最も高い産業は（仮設部門の事務用品を除くと）パルプ・紙・木製品、次いで鉱業、水道、

飲食料品、業務用機械。【図15】 

 感応度係数（県内産業の生産の増減から受ける生産誘発の度合いを示す）が最も高い産業は運

輸・郵便、次いで対事業所サービス、商業、電力・ガス・熱供給、教育・研究。【図15】 

※ 図15は、影響力係数と感応度係数との関係から見た各産業の特性を表したもの。各象限に位

置する産業は、次のように類型化できる。 

第 1 象限（影響力高、感応度高） 
県内他産業へ与える影響、県内他産業から受ける影響がともに大きく、県内他産業部門とのつ

ながりが比較的強い産業。平成 23 年においては、パルプ・紙・木製品（部門コード 07）、建設（23）、

情報通信（31）、運輸・郵便（30）がこの類型に属している。 

第 2 象限（影響力高、感応度低） 
県内他産業へ与える影響は大きいが、県内他産業から受ける影響は小さい産業。平成 23 年に

おいては、農業（01）、飲食料品（05）、対個人サービス（37）などがこの類型に属している。 

第 3 象限（影響力低、感応度低） 
県内他産業へ与える影響、県内他産業から受ける影響がともに小さく、県内他産業とのつなが

りが比較的弱くて独立性が強い産業。平成 23 年においては、医療・福祉（34）や公務（32）と

いった一部の第 3 次産業のほか、電気機械（19）などの製造業の諸部門も含め、最も多くの産

製造業の諸部門を含む多くの産業では、県内他産業への影響力・感応度がともに弱い。 
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業がこの類型に属している。製造業の部門が属している要因として、原材料等の移輸入による

生産誘発の県外流出があることは前述のとおり（p.15）。加えて、県外の販売先が多い（移輸出

率が高い【前掲図12】）ことも要因と見られる。 

第 4 象限（影響力低、感応度高） 
他産業へ与える影響は小さいが、他産業から受ける影響は大きい産業。平成 23 年においては、

商業（27）、教育・研究（33）、対事業所サービス（36）などがこの類型に属している。 

図15 産業別影響力係数と感応度係数（平成23年、鳥取県） 

 
（注） 各マーカーに付している部門コードと産業部門名の対応は、図12を参照。 

（3）最終需要による生産誘発等 

ア 県内生産の誘発 

 平成 23 年の生産誘発依存度（各最終需要項目が県内生産額の何％を誘発したのかを示す）が

最も大きいのは移輸出、次いで民間消費支出、一般政府消費支出、県内総固定資本形成。17

年と比べて移輸出や県内総固定資本形成などが縮小の一方、民間消費支出と一般政府消費支出

は拡大。【図16】 

 生産誘発係数（各最終需要項目が 1 単位増加したときに何単位の県内生産を誘発するのかを示

す）が最も高いのは移輸出。一方、最も低いのは民間消費支出。県内総固定資本形成も 1 倍を

下回る。【図17】 

平成 23 年の県内生産を最も誘発したのは移輸出。県内産業は県外需要に大きく依存している。 
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図 16 最終需要項目別生産誘発依存度の推移（平成12～23年、鳥取県） 
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（注） 平成 23 年鳥取県産業連関表の 13 部門表による。図17～22も同様。 

図17 最終需要項目別生産誘発係数の推移（平成12～23年、鳥取県） 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

最
終
需
要
計

民
間
消
費
支
出

一
般
政
府
消
費
支
出

県
内
総
固
定
資
本
形
成

移
輸
出

平成12年

平成17年

平成23年

 
（注） 家計外消費支出、在庫純増は図示を省略している。図19、21、22も同様。 

イ 粗付加価値の誘発 

 平成 23 年の粗付加価値誘発依存度（各最終需要項目が県内の粗付加価値額の何％を誘発した

のかを示す）が最も大きいのは民間消費支出、次いで移輸出、一般政府消費支出、県内総固定

平成 23 年の粗付加価値を最も誘発したのは民間消費支出。17 年と比べて県外需要への依存は相対

的に弱まる。 
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資本形成。生産誘発依存度と同様、17 年と比べて移輸出や県内総固定資本形成などが縮小の

一方、民間消費支出と一般政府消費支出は拡大。【図18】 

 粗付加価値誘発係数（各最終需要項目が 1 単位増加したときに何単位の粗付加価値を県内に誘

発するのかを示す）が最も高いのは一般政府消費支出。一方、最も低いのは県内総固定資本形

成、次いで移輸出。17 年と比べると総じて低下。【図19】 

※ 移輸出は、生産誘発係数が高いものの粗付加価値誘発係数は低めとなっている。移輸出率が高

い電子部品や一般機械等において中間投入率が高い（粗付加価値率が低い）ことなどが要因と

見られる。 

図18 最終需要項目別粗付加価値誘発依存度の推移（平成12～23年、鳥取県） 
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図19 最終需要項目別粗付加価値誘発係数の推移（平成12～23年、鳥取県） 
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ウ 移輸入の誘発 

 平成 23 年の移輸入誘発依存度（各最終需要項目が移輸入額の何％を誘発したのかを示す）が

最も大きいのは民間消費支出、次いで移輸出、県内総固定資本形成、一般政府消費支出。17

年と比べて県内総固定資本形成などが縮小の一方、民間消費支出などはやや拡大。【図20】 

 移輸入誘発係数（各最終需要項目が 1 単位増加したときに何単位の移輸入を県内に誘発するの

かを示す）が最も高いのは県内総固定資本形成、次いで移輸出で、17 年と比べて上昇。【図21】 

図20 最終需要項目別移輸入誘発依存度の推移（平成12～23年、鳥取県） 
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図21 最終需要項目別移輸入誘発係数の推移（平成12～23年、鳥取県） 
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平成 23 年の県内需要は、17 年と比べて移輸入への依存が強まる。 
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エ 就業者の誘発 

 平成 23 年の就業誘発者数（最終需要が県内で何人の就業者を誘発しているのかを示し、県内

の総就業者数に等しい）は 283,120 人。17 年の 305,972 人と比べて減少。 

 最終需要の項目別では、最も大きいのが移輸出、次いで民間消費支出、一般政府消費支出、県

内総固定資本形成。17 年と比べて一般政府消費支出が増加の一方、移輸出や県内総固定資本

形成は減少。【図22】 

 就業係数（1 単位の県内生産額に対して投入された労働量を示す）が最も高く労働集約的な産

業は農業、次いで商業、対個人サービスなど。一方、就業係数が低く資本集約的なのは不動産、

電力・ガス・熱供給など。【図23】 

※ 産業連関表における就業者数は、二重雇用（副業としての就業など）を含んだ延べの労働量と

しての単位であり、「国勢調査」など労働力の供給側の統計で把握されている就業者数とは概

念が異なる。 

※ 平成 17～23 年における移輸出による就業誘発者数の減少は前述のような（p.6～7）製造業の

生産額減少に対応し、県内総固定資本形成による就業誘発者数の減少は同じく建設業の生産額

減少に対応するものと考えられる。 

図22 最終需要項目別就業誘発者数の推移（平成12～23年、鳥取県） 
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平成 23 年の就業誘発者数は 17 年と比べて減少。特に移輸出や県内総固定資本形成による誘発が

減少傾向にある。 
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図 23 産業別就業係数（平成23年、鳥取県） 
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用語の説明（50音順） 

移輸出 県外の需要を賄うために県内で生産された財・サービスのこと。このうち国外

に向けられるものを輸出といい、それ以外を移出という。 

なお、輸出は FOB 価格（本船渡しの価格）で評価している。 

移輸出率 県内生産額に占める移輸出の割合。 
移輸出率＝移輸出額×100／県内生産額 

移輸入 県内の需要を賄うために県外で生産された財・サービスのこと。このうち国外

から向けられたものを輸入といい、それ以外を移入という。 

なお、輸入は CIF 価格（運賃・保険料込みの価格）で評価している。 

移輸入率 県内需要（中間需要＋県内最終需要）額に占める移輸入の割合。 
移輸入率＝移輸入額×100／県内需要額 

移輸入誘発依存度 移輸入誘発額の最終需要項目別構成比。各産業（あるいは産業計）の移輸入が、

どの最終需要項目によってどれだけ誘発されたのかという割合を示す。 
移輸入誘発依存度 

＝各最終需要項目の移輸入誘発額×100／最終需要全体の移輸入誘発額 

移輸入誘発額 県内の最終需要は県内生産のみによって満たされるのではなく、一部は移輸入

によっても満たされる。このように、最終需要によって直接・間接に誘発され

た移輸入額のこと。 

最終需要の項目別に見たものを「最終需要項目別移輸入誘発額」という。 

移輸入誘発係数 各最終需要項目の最終需要額に対する移輸入誘発額の比率。各最終需要項目が

1 単位増加したときに、何単位の移輸入を県内に誘発するのかを示す。 
移輸入誘発係数＝各最終需要項目の移輸入誘発額／当該最終需要項目の最終需要額 

影響力係数 逆行列係数の列和（逆行列係数表のタテの和）の全産業平均に対する各産業の

列和の比率。各産業の最終需要が増加したときに、直接・間接に県内産業へ与

える生産誘発の大きさを示す。影響力係数が大きいほど、県内産業全体に与え

る生産誘発の度合いが大きい産業といえる。 
影響力係数＝各産業の逆行列係数の列和／逆行列係数の列和の全産業平均 

家計外消費支出 交際費や接待費など、企業その他の機関が支払う家計消費支出に類似する支出

のこと。いわゆる「企業消費」に該当する。 

感応度係数 逆行列係数の行和（逆行列係数表のヨコの和）の全産業平均に対する各産業の

行和の比率。県内産業の最終需要が増加したときに、直接・間接に各産業が受

ける生産誘発の大きさを示す。感応度係数が大きいほど、県内産業全体から受
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ける生産誘発の度合いが大きい産業といえる。 
感応度係数＝各産業の逆行列係数の行和／逆行列係数の行和の全産業平均 

逆行列係数 各産業に 1 単位の最終需要が発生したとき、他産業の生産が究極的にどれだけ

必要になるかという波及効果の大きさを示す係数。波及効果が県内のみに及ぶ

ことを想定した 1)( AI 型（閉鎖型）と、財・サービスの移輸入によって波及

効果が県外へも流出していくことを想定した
1ˆ AMII 型（開放型）があ

る。本県では、この両者を推計している。 

逆行列係数を産業別に一覧表にしたものを「逆行列係数表」という。 

県内生産額 県内に所在する各産業の生産活動によって生み出される財・サービスの生産額。

本県では、まず財・サービスを約 3,600 の品目に分類・整理して県内生産額を

推計し、次いでこれを積み上げて各産業の県内生産額を推計している。 

県内歩留まり率 最終需要によって生じる波及効果のうち、どれくらいが県内に起こるかを示し

たもの。
1ˆ AMII 型の生産波及効果を、 1)( AI 型の生産波及効果で除

することによって求められる。 

最終需要 県内最終需要と移輸出からなる。このうち県内最終需要は、家計外消費支出、

民間消費支出、一般政府消費支出、県内総固定資本形成、在庫純増、調整項か

らなる。 

産業 産業連関表でいう「産業」とは、約 3,600 に分類した商品（財・サービス）の

品目ごとの生産活動を意味している。よって、同一事業所で 2 以上の商品を生

産している場合、産業連関表ではそれぞれを区分して該当する各産業に分類す

る（アクティビィティ・ベース）。 

なお、第 1～3 次産業は、平成 23 年鳥取県産業連関表の 39 部門表における次

のような産業をまとめたものである。 

第 1 次産業：農業、林業、漁業 

第 2 次産業：鉱業、製造業（飲食料品、繊維製品、パルプ・紙・木製品、化学

製品、石油・石炭製品、プラスチック・ゴム製品、窯業・土石製品、鉄鋼、金

属製品、はん用機械、生産用機械、業務用機械、電子部品、電気機械、情報・

通信機器、輸送機械、その他の製造工業製品、事務用品）、建設 

第 3 次産業：電力・ガス・熱供給、水道、廃棄物処理、商業、金融・保険、不

動産、運輸・郵便、情報通信、公務、サービス（教育・研究、医療・福祉、そ

の他の非営利団体サービス、対事業所サービス、対個人サービス）、分類不明 

自給率 県内需要のうち県内生産によって賄われた割合。自給率が高い場合、県内での

生産誘発の効果が大きくなる。 

自給率＝100－移輸入率 

就業係数 各産業の県内生産額に対する就業者（個人業主、家族従業者、有給役員・雇用

者の合計）数の比率。1 単位の県内生産額に対して投入された労働量を示す。 
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就業係数＝各産業の就業者数／当該産業の県内生産額 

就業誘発者数 最終需要が県内で誘発している就業者の数。県内の総就業者数に等しい。 

生産誘発依存度 生産誘発額の最終需要項目別構成比。各産業（あるいは産業計）の生産誘発額

が、どの最終需要項目によってどれだけ誘発されたのかという割合を示す。 
生産誘発依存度＝各最終需要項目の生産誘発額×100／最終需要全体の生産誘発額 

生産誘発額 県内の生産活動は最終需要を過不足なく満たすために行われているのであり、

言い換えれば、最終需要が県内生産を誘発している。このように、最終需要に

よって直接・間接に誘発された県内生産額のこと。 

最終需要の項目別に見たものを「最終需要項目別生産誘発額」という。 

生産誘発係数 各最終需要項目の最終需要額に対する生産誘発額の比率。各最終需要項目が 1

単位増加したときに、何単位の県内生産額を誘発するのかを示す。 
生産誘発係数＝各最終需要項目の生産誘発額／当該最終需要項目の最終需要額 

総供給 県内生産額と移輸入からなる。 

総需要 中間需要と最終需要からなる。 

粗付加価値 生産活動によって新たに生み出される価値のこと。家計外消費支出、雇用者所

得、営業余剰、資本減耗引当、間接税、（控除）補助金から構成される。中間

投入に粗付加価値を加えたものが県内生産額となる。 

粗付加価値率 県内生産額に占める粗付加価値の割合。 
粗付加価値率＝粗付加価値額×100／県内生産額 

粗付加価値誘発依存度 

粗付加価値誘発額の最終需要項目別構成比。各産業（あるいは産業計）の粗付

加価値誘発額が、どの最終需要項目によってどれだけ誘発されたのかという割

合を示す。 
粗付加価値誘発依存度 

＝各最終需要項目の粗付加価値誘発額×100／最終需要全体の粗付加価値誘発額 

粗付加価値誘発額 各最終需要によって生産が誘発されれば、それに伴い粗付加価値も誘発される。

このように、最終需要によって直接・間接に誘発された粗付加価値額のこと。

生産誘発額に当該産業部門の粗付加価値率を乗じることによって求められる。 

最終需要の項目別に見たものを「最終需要項目別粗付加価値誘発額」という。 

粗付加価値誘発係数 各最終需要項目の最終需要額に対する粗付加価値誘発額の比率。各最終需要項

目が 1 単位増加したときに、何単位の粗付加価値を県内に誘発するのかを示す。 
粗付加価値誘発係数 

＝各最終需要項目の粗付加価値誘発額／当該最終需要項目の最終需要額 

中間需要 需要のうち、生産活動において原材料・燃料などとして他の財・サービスの生
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産のために加工・消費されるもの。 

中間投入 原材料・燃料など、生産活動に必要な財・サービスを加工・消費するための購

入費用。生産設備などの購入費用は資本形成とされ、含まれない。中間投入に

粗付加価値を加えたものが県内生産額となる。 

中間投入率 県内生産額に占める中間投入の割合。 
中間投入率＝中間投入額×100／県内生産額 

特化係数 各産業の県内生産額に占める構成比を、当該産業の国内生産額に占める構成比

で除した比率。特化係数が 1 より大きい場合は、当該産業の県内でのウェイト

が全国の平均的なウェイトより大きいことを示し、県内での集積度合いが相対

的に大きい産業といえる。 
特化係数＝各産業の県内生産額に占める構成比／当該産業の国内生産額に占める構成比 

 


